
予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

　医薬品のヒヤリ・ハット事例収集等に必要な経費であり、事業の必要性及び執行の観点からは概ね妥当であるが、引き続き効
率的な執行に努めること。

総事業費(執行ベース) － 66 47

補
　
記

－ 66 47

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

　公募に基づき、（財）日本医療機能評価機構においてシステム構築、事業を始めたところであり、薬局からの情報収集
先として当該法人が業界誌等でも報道され、周知が行き届いていることから、当該法人において継続的に実施すること
が効率的かつ実効性がある。

見直しの
余地

　20年度にシステムを構築し、21年度から本格的に動き始めた事業であり、導入の際には一般競争入札を実施して適
切な契約先を選定したところであり、22年度予算においても、管理費を見直すなど、適宜見直しを実施しているところで
ある。
　また、当該事業については、21～22年度の実績を踏まえた上で、効率的なデータの収集方法等について検討すると
ともに、システム等の変更をする際には、その変更内容等を踏まえ、競争性の高い入札方式で契約を行いたい。

23年度要求

予算額(補正後） － 66 47 38 38

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　薬局におけるヒヤリ・ハット事例を収集し、その発生原因等を分析して再発防止に役立てる。

実施状況
　平成１９年度に薬局ヒヤリ・ハット事例収集・分析事業導入に向けた検討を行い、平成２０年度に事業に必要な体制整
備を図ったところであり、平成２１年度から事例収集のための事業が開始された。

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

執行率 － 100% 100%

執行額

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　薬局における医療事故の発生予防・再発防止を図る。

担当部局庁 医薬食品局 担当課室 総務課 課長　中垣　英明

会計区分 一般会計 上位政策 －

事業番号 221

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 薬局ヒヤリ・ハット事例収集・分析事業
事業開始
年度

平成２０年度 作成責任者

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

－
関係する計
画、通知等

医療安全対策検討ワーキンググループ「今後の医療
安全対策について」報告書（平成１７年５月）



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

厚生労働省

４７百万円

薬局ヒヤリ・ハット事例の収集・分析

A.(財)日本医療機能評価機構

４７百万円

薬局ヒヤリ・ハット事例の収集・分析

【補助金】

B.(株)国際総合技術

１７百万円

派遣職員雇用

C.富士通（株）

１４百万円

システム改修

アウトソーシング作業

ＳＥ運用サポート

D.学校法人東商学園

３百万円

事務室借料

E.東京センチュリーリース

（株）

３百万円

サーバー借料

ソフトウェア借料

Ｆ.富士テレコム（株）

２百万円

ハードウェア保守

事業HP保守管理

G.イーポップシステム（株）

１百万円

事例報告ファイル形式

変換プログラム

【随意契約】 【随意契約】 【随意契約】 【随意契約】

【随意契約】 【随意契約】



計 3 計 0

借料 事務室借料 3

D.学校法人東商学園 H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 14 計 1

役務 ＳＥ運用サポート 1

役務 アウトソーシング作業 4

役務 システム改修費 9 役務
事例報告ファイル形式変換プログ
ラム

1

C.富士通（株） G.イーポップシステム（株）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 17 計 2

役務 事業HP保守管理 1

人件費 派遣職員雇用 17 役務 ハードウェア保守 1

B.（株）国際総合技術 F.富士テレコム（株）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 47 計 3

通信運搬費 回線使用料、郵送費等 1

その他 印刷製本費、消耗品購入費　等 6

役務
イーポップシステム（株）
　事例報告ファイル形式変換プロ
グラム

1 　 　 　

役務
富士テレコム（株）
　ハードウェア保守費
　事業ＨＰ保守管理

2

東京センチュリーリース（株）
　サーバー借料
　ソフトウェア借料

3

賃借料
学校法人東商学園
　事務室借料

3

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.(財)日本医療機能評価機構 E.東京センチュリーリース（株）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

役務

富士通（株）
　システム改修費
　アウトソーシング作業
　ＳＥ運用サポート

14 賃借料 ソフトウェア借料 1

費　目 使　途 金　額
(百万円）

人件費
（株）国際総合技術
　派遣職員雇用

17 賃借料 サーバー借料 2

賃借料


